２９教総情要第７６号の２ 
　平成２９年１１月２７日 
「日の丸・君が代」不当処分撤回を求める被処分者の会・

東京「君が代」裁判原告団　　殿
東京都教育庁総務部教育情報課長

矢　野　克　典

要請書に対する回答について

貴団体から平成２９年１１月１５日付けで提出された要請書について、別紙のとおり

回答いたします。

別紙

１．処分取消が確定した５名の原告に直ちに謝罪し、二度と「違法な」処分をすることがないように再発防止策を明らかにすること。

　（回答）

　　判決が確定した事案については、当該各事案に係る判決の内容に応じて、必要な対応を行っています。また、卒業式等における職務命令違反については、最高裁判決を踏まえて適切に対処しております。

　（所管：人事部職員課）

２．原告５名連名の「東京都教育委員会に謝罪を求める申し入れ書」（10月８日付）に至急回答すること。

（回答：申し入れ書中、「今回処分を取り消された中で１名だけ控訴した。司法をも無視する暴挙である。即刻控訴を取り下げよ。」について）

　　係争中の訴訟事案に関することは、お答えすることはできません。

　（所管：総務部法務監察課）

　
（回答）

　　個別の職員に関する事項は、お答えできません。
（所管：人事部職員課）

３．１名の控訴を取り下げること。

　（回答）

　　係争中の訴訟事案に関することは、お答えすることはできません。

　（所管：総務部法務監察課）

４． 減給処分を取り消された都立高校教員２名の再処分のための事情聴取を行わないこと。

　（回答）

　　個別の職員に関する事項は、お答えできません。

　（所管：人事部職員課）
５． 再処分を行わないこと。
　（回答）

　　個別の職員に関する事項は、お答えできません。

　（所管：人事部職員課）
６．処分を取り消された原告の名誉回復・権利回復のために、都教委ホームページ等での懲戒処分の公表と同じ方法で処分が取り消された事実を公表すること。
（回答）

懲戒処分の取消しは裁判所の判決によるものであり、都教委のホームページ等で公表
すべき内容とは考えておりません。
（所管：人事部職員課）

７．問題解決のための話し合いを拒否し、教育委員会への要請であるのに「教育委員会への報告及び教育委員会での審議は行いません」という態度（10月23日付回答）を改め、都教育庁の責任ある職員と被処分者の会・同弁護団との話し合いの場を早期に設定すること。また、本要請書を教育委員会で配付し、慎重に検討、議論し、回答すること。

（回答）
　そのような考えはありません。

　なお、団体からの要請等については、総務部教育情報課を通じて御意見等をお聞きするとともに、必要に応じて回答をしているところです。

（所管：総務部法務監察課、人事部職員課）
